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１．高まる情報利活用への期待

基盤整備

＜基本理念＞
経営戦略を前提としたＩＴの利活用

ＩＴを活用した競争力の強化
ＩＴを活用した新市場開拓や創業促進

機動性
迅速性

創造性
コラボ

中小企業に於ける高度なＩＴ利活用の５つの方向性

設計
製造

小売
流通

顧客
サービス

契約
決済

社内
情報

業務改善 経営革新

個人の生産性 グループの生産性

ＩＴ導入 ＩＴ利活用
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ニューサービス市場への参加者の推移（参入時と現在）
～中小企業によってニューサービス市場が形成され、次第に大企業が参入してくる～

30.9 54.4 10.1 3.4

6.1 53.7 21.8 15.0 3.4

←1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参入時期

現在

競合はない 中小企業のみ 少し大企業が存在

かなり大企業が存在

ほとんどが大企業

大企業の市場への参入

資料：（株）日本アプライドリサーチ研究所「新しいビジネスの創出に関する実態調査」（２００４年１月）
（注）市場に最も早く参入した事業者について、その競合先を集計している。
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新たな業種と中小企業

介護サービス

中古車買取

ファイナンシャルプランナ

漫画喫茶

人間ドック

ホビーショップ

インターネットカフェ

保障コンサルタント

生ごみ処理装置

日焼けサロン

食品衛生

紅茶専門店

風船

レンタル絵画

ビール醸造

スポーツエージェント

NTT分類名

オルゴール

新設年度

着ぐるみ

テコンドー道場

ホスピス

DNA鑑定

海上タクシー

仮面制作

カーディテーリング

再生資源処理

ペット関連サービス

ダンス教室（社交ダンス）

ログハウス

プロバイダー

各種療法（気功）

キャンピングカー

スポーツファングッズ

ダンス教室（フラメンコ）

NTT分類名

債権管理回収

新設年度

介護予防生活支援サービス

イベントプロダクション

オートバイ買取

インターネット広告

シルバー人材センター

オリジナルプリントグッズ

銭湯（スーパー銭湯）

中国茶専門店

ラッピングショップ

アウトレットモール

システムインテグレータ

カフェ

ウイークリーマンション

インテリアコーディネータ

フリースクール

鳥獣害防止

NTT分類名

ポスト投函サービス

新設年度

２０００年 ２０００年

２００１年

２００２年

２００３年

出所：日本アプライドリサーチ研究所｢新しいビジネスの創出に関する実態調査（2004年1月）
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研究開発製造

販売

・スピード
・少数精鋭
・フレキシブル

規模の経済を追求

品揃えと範囲の経済

企業経営４つのコア

物流

配送効率を追求
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経済発展の源泉としての技術進歩においても
中小企業が高い貢献

０．２

０．４

０．６

０．８

１．０

１．２

１．１４
０．８８

５０～３００人 ３００人～

％ 中小企業と大企業の全生産性（TFP）成長率の比較

資料：経済産業省｢企業活動基本調査｣（1995～2001年）
全要素生産性（TFP）成長率=付加価値額増加率－労働分配率×従業者増加率－資本分配率－有形固定資産増加率
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４番目の経営資源として「知」の登場

情報

データ

知識

知恵

売上実績などの定量的なデータ

データを目的をもって整理・加工
して、意味付けたもの

価値を生み出すためにネタになる
情報意味付けたものや基準

行動の成功ﾊﾟﾀｰﾝや正しい判断
基準となる「哲学」

創造

獲得

蓄積

利用
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知識資産の割合と成長産業

７

ソフトウエア

製薬

化粧品

テレコム

飲料

科学サービス

専門的流通業

半導体

コンピュータ

電子機器

航空機石油

化学

娯楽産業

ネットワーク機器

輸送機器

林業/製紙

商業

成長産業

６ １２
出典　CFO　Publishing １９９８



益々広がる企業間格差

時間の経過

企業力　大

知力の強化に取り組む企業

８

格差

何も取り組まない企業



情報化の活用レベル

業務 初期レベル 活用レベル 高度活用レベル

プロセス

販売管理、生産管理な
どの基幹業務システム
財務会計などの支援
システム
データの有効化　

業務分析、統計処理
などの分析ツール
情報の可視化

業務シュミレーション
などの将来予測
最適化

人
業務処理スピードの
向上、省力化

気づき、状況判断
方向性示唆
ビジネスチャンスの発見

情報共有 情報活用 情報創造

Operational Systems Business Intelligｅnce Predictive Analytics
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情報共有活動の発展段階

知識活用

ＩＴ

業務プロセス

組織見直し

ＩＴ

知識共有

知識活用

知識創造

ＩＴ

ＨＲＭ

企業風土

行動様式

戦略

知識共有 知識共有

業務プロセス

組織見直し
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重要度を増す知識

安定した社会
顕在的顧客ニーズ

組織的統治

変化する社会
潜在的顧客ニーズ

個の創発

経験の重要度

知識の重要度

１１



１９７０年～８０年代の日本企業
日本企業の製造力・安い資本コスト

事業系列・下請け組織・官庁の強力な協力
終身雇用・年功序列制度

組織的知識創造
新しい知識を作り出し、組織全体に広め
製品やサービスあるいは業務システムに

具体化する組織全体の能力

日本企業の成功要因

組織的知識創造の技能・技術

出典：「知識創造企業」野中郁次郎・竹内弘高共著　東洋経済新報社より

１２

２．ナレッジマネジメント導入企業例



第一生命保険相互会社の例

目的 年間数１０万件に及ぶ全国支社からの｢お客さまの声｣を基にデータ
ベースに登録、概念検索エンジンを使って秒単位の高速検索を可
能にする。顧客接点情報の分析力の強化を実現して、サービス品
質を向上させ、新たな商品開発を可能とする。

支部で登録した顧客の声を支店のノーツサーバーに蓄積して、支
社と本部の間でDBの複製を行い、本社のノーツサーバーに全ての
情報を蓄積する。システムの注文要件として、｢役員が容易に情報
を閲覧できること｣と｢データの羅列ではなく＜声＞の背後にある顧
客ニーズが読み取れること｣が出された。ジャストシステムの
ConceptBase Searchを利用

検索方法が簡単になり、役員でも操作が容易となった。実際に数万
件のデータを試験したところ、レスポンスは数秒であった。
経営戦略会議での資料に新システムの分析結果が利用されること
が多くなり顧客サービスに直結する業務改善も行われた。

内容

効果
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「お申出管理システム」概念図

お客担当部門

情報センター
サーバー

業務部サーバー

本社サーバー

ホストコンピューター

ノーツDB

ノーツDB ノーツDB

ノーツDB

ノーツDB

オラクルDB

ノーツポンプ

検索エンジン
（ConceptBase)

結果表示

本社

お客の声
お客の声

お客の声

お客の声の検索・分析
定型報告書の作成

支店サーバー

×２００台

支部サーバー

×２０００台
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日本電気株式会社の例

目的 IT市場は、技術の高度化、業種の多様化が進む一方で、商談の小口化が
進み大きな課題となっている。そこで必要となるのは、幅広い業種･業務知
識や各種情報に基づく質の高いソリューション営業である。
そこで求められることは、
１．質の高いコンテンツ群の充実
２．営業活動と密着したしくみつくり
３．ナレッジ共有・活動の風土・文化創りである。

新システム｢営業力２１｣を構築した
このシステム創りで重視されたことは、｢情報プラス営業シナリオ｣であった。
そのために、２つのポイントが考えられた。
・他人が持つ｢売れる｣ノウハウを積極的に活用する
・自分のナレッジ活用結果を確実にフィードバックさせる
プロセスのナレッジ、コミュニケーションのナレッジ、売り物のナレッジ、変化
や状況のナレッジなど、ナレッジ目的やカテゴリーなどの属性情報を加えて
｢営業力２１｣に蓄積する。

提案書の提出がスピードアップし、顧客からの評価も受けている。

内容

効果
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「営業システム21」概念図

公開システム
＜豊富な検索機能＞
・マップ（IT・業務・製品ｅtc）によるナビゲーショ
ン
・カテゴリーによる検索
・コンテンツ本体への検索
＜段階的な表示機能＞
・対象物件の一覧表示
・対象物件の詳細表示
・コンテンツの表示・ダウンロード
＜その他の機能＞
・ＮＥＣ認証ディレクトリサービスによる認証
・コンテンツの利用評価機能
・社外からのアクセス

Ｗ
ｅ
ｂ

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー

個
人
認
証
・
暗
号
化
通
信

コ
ン
テ
ン
ツ
管
理
シ
ス
テ
ム

ナレッジ用システム

豊富な検索機能
・企業別商談検索
・商談別活動検索
・商談別利用資料検索
・製品別検索
・IT別検索

Ｗ
ｅ
ｂ

抽出・分類
コネクタを
利用した
自動収集

各種資料

提案書事例

営業活動

ブラシュアップ
・コンテクストを資料　　　
　冒頭に付加
・資料本体に関連する
　資料、Web等のリンク
　情報を付加
・評価・コメントの反映
・公開できない情報のマ
　スク

ナレッジセンター営業力２１営　業

Ｆｉｌｅ Ｓｅｒｖｅｒ

知識ＤＢ

ＳＦＥ

登録
・資料のカテゴリー
情報の登録
・資料の概要情報
の登録
・ブラシュアップした
資料本体の登録

参照・利用
・勉強資料として
・編集して顧客へ
・客先で即提示

登録
・日々の営業活動を
　ＳＦＥへ
・作成資料を
　Ｆｉｌｅ Ｓｅｒｖｅｒへ

・資料の利用評価・
　コメントをＷｅｂへ

活用

１６



アサヒビールの例

目的 経営革新をはかるために、オープン経営をすすめ、さらなる企業体
質の強化をはかるために各種の営業情報の共有化（営業情報玉手
箱）とビール工場や生産担当者が個別に持つ製造ノウハウの共有
化（技術部門知恵袋）を通じてビジネスの質を向上させることにより
結果として顧客満足を高める。

｢営業情報玉手箱｣と｢技術部門知恵袋｣と名づけられたしくみをそれ
ぞれ１９９９年と２０００年に導入した。技術部門知恵袋については、
ビール製造のノウハウを数十項目に整理して取り入れている。

各種経営情報をガラス張りにして、トップの意向を迅速に現場に伝
達でき、必要な情報の効率的な収集と、迅速な判断ができる。

内容

効果
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営業玉手箱の利用イメージ

お客様 情報検索

営業情報玉手箱

利用・作成 登録／回答

適当な情報がない場
合には情報カードで
ＳＯＳ発信

他の営業担当者
か内勤者が回答

提供を受けた情報を使って提案書作成
提案書の雛形・サンプルも玉手箱から
取り出し、提案情報を玉手箱に登録

１８

提案書



中小企業の例（その１）ソース製造業

目的 営業日報情報の共有化・提案情報の共有化
商機を逃さない俊敏な営業体制の確立

紙の営業日報では営業情報の再利用がむづかしいので、営業日報
情報の共有化をはかるとともに、得意先に出されるメニュー提案など
の情報を電子化して再利用をはかる。

全国で活動している営業マンの活動情報を条件検索ができるように
なったので瞬時に把握できるようになった。
メニュー提案などについては、他営業のベストプラクティスを活用す
ることによって短時間に的確な提案できるようになった。

内容

効果
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１日約４０００件
のデータ蓄積

・セールスコード
・同行取引先コード
・得意先コード
・商談相手コード
・相手役職
・商談コード
・商品コード
・開始日時
・終了日時
・コメント
・上司のコメントの
　要、不要区分
・数量（受注の場合）

・担当者別
・営業所別
・管理者別
・得意先別
・商品別
・日付別
・商談別
・新規営業別
・販売チャネル別
などを任意に組み合
わせた検索が可能
任意キーワードによ
る全文検索も可能

上司のコメント追加

入力項目 検索項目

トップの指示入力
（フィードバック）

共有データ

２０

営業情報共有化のイメージ



１．受　　　注 　７．顧客動向 １３．他社情報

２．見積依頼 　８．商品動向 １４．事務管理

３．特売打合せ 　９．営業ｸﾚｰﾑ １５．顧客人事

４．商品引取り １０．商品ｸﾚｰﾑ １６．価格相談

５．ﾏﾈｷﾝ提供 １１．ﾒﾆｭｰ提案 １７．宣　　　伝

６．売場観測 １２．味の評価 １８．そ の 他

営業目的のコード化例

２１



中小企業の例（その２）アルミ建具販売業

目的 営業日報情報の共有化による営業活動の効率化と顧客満足度の追
求

紙の営業日報では営業情報の情報は断片的であり、得意先・商材
別に時系列に情報を掴むことによって営業活動の的確性と顧客ニー
ズを導き出す。

営業マンの日報情報を時系列に記録することによって、従来断片的
に処理されていたクレーム情報などについても発生状況を的確につ
かめるようになり、効果的な対策が可能となり、クレームの未然対策
に繋がった。

内容

効果

２２



電子化する前の営業日報。

入力した情報は活用される
ことなく、書類の束の中に
消えていった。

入力の手間を軽減するため
に改良したが効果はなかった

日報が形式化すると「特になし」「打合せ」
などの意味のない情報だけが集まった。

中小企業の例（その２）
アルミ建具販売業
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顧客履歴を横串で

分析。

すると、クレーム等

今まで見えなかった

情報が見えてきた。

対策委員会も設置

して改善策を検討

する。
　　　顧客ごとに履歴をチェック。各地の工場や営業所でも見られる。

　　　社員で情報共有しているため顧客対応もスピードアップ。

日　付 顧　客 参加者
内　容

課　題

中小企業の例（その２）
アルミ建具販売業
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琉球ガラス工芸協業組合 ガラス製造職人のノウハウ

（有）熱帯資源植物研究所
花卉栽培技術と
ＥＭ効果の着目

ヘリオス酒造株式会社 泡盛製造とマーケットニーズ

（株）ファッションキャンディ オリジナル菓子の開発

タイガー工業株式会社 地元建設業と中国貿易

株式会社新洋 木材の輸入・住宅

平
成
１５
年
度

平
成
１６
年
度

モデル企業 コア知識

沖縄県のモデル企業とナレッジ

２５



ガラス職人の知識習得期間

キャリアパス 期間 知識内容Ｎｏ

見習い期間 ３年
工場清掃、吹きさお掃除、磨き

坩堝の中の浮遊物の除去
１

ガラス型取り ２年 型を使用してつくるガラス製品の型取り２

ボンテン付け ３年 知識内容３

必要なガラス玉を坩堝から取る４ ３年玉取り

坩堝から取ったガラスを型に入れて吹く
５ １０年ガラス吹き

坩堝から取ったガラスを中空で吹く

６ 仕上げ １０年 上記工程をすべてクリアして仕上げる

２６



情報共有の５つの課題

① 手作りガラス製造は職人の技術に立脚しているた
めに、技術の開発、伝承が課題となる。

② 販売拠点が分散しているが、多品種のために販
売員のガラスに関する知識の共有化が課題とな
る。

③ 用途は、生活雑貨であるため、使用者の嗜好やト
レンドを常時掴むことが課題となる。

④ 観光客相手の商売のために、顧客情報の収集が
課題となる。

⑤ マネジメント情報の共有化が課題となる。

２７



① 手作りガラス製造は職人の技術に立脚して

　　いるために、技術の開発、伝承が課題となる

• 企画とデザイン情報
営業担当者、企画担当者、工場職人を交えた企画調整など、過去の企
画の経緯を記録することによって新たな企画に役立たせる。

• カラーコーディネート
色の組合せ、色調に関するコンセプトを記録する。

• 調合
目的の色調を再現するための顔料の調合方法を記録する。

• 焼成
坩堝の管理、ガラス玉の取り方、焼成温度などの技術情報を記録する。

• ガラス吹き
宙吹き、型吹きなど、ガラス成形の技術を記録する。

２８



② 販売拠点が分散しているが、多品種のために販売

員のガラスに関する知識の共有化が課題となる

＜商品知識＞
自社商品の情報と、過去に販売した商品の情報を記録する。

＜他社商品知識＞
県内の同業他社の商品情報を記録する。

＜流行に関する知識＞
クラフトガラスの消費嗜好などの情報を記録する。

＜取り扱いに関する知識＞
ガラスの成分、製造方法から商品特性を記録する。

２９



③ 用途は、生活雑貨であるため、使用者の嗜好や

　　トレンドを常時掴むことが課題となる

＜コーディネート知識＞
インテリア情報および、そのソースについて記録する。

＜用途に関する知識＞
グラス、洗面器具など用途は無限にあるが、その可能性についての検討
結果を記録する。

３０



④ 観光客相手の商売のために、顧客情報の収集が

　　課題となる

＜購買顧客の情報＞
直売については、販売実績情報と顧客属性を記録する。

卸売については、販売店別の販売実績を記録する。
（顧客属性がとりにくい）

アンケートを随時実施し、顧客属性別の趣向を記録する。
（顧客セグメントに関する情報）

⑤ マネジメント情報の共有化が課題となる
＜マネジメント情報＞

・店舗別商品別販売情報
・グループ別販売情報
・商品入荷予定情報
・その他販売分析に必要となる情報
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３．ナレッジマネジメントへの取り組み

ハード中心

顧客価値・独創

ナレッジ・マネジメント従来の管理

価値を生む源 人・物中心の資源 知識資源

プロダクト ソフト・サービス

競争戦略 Ｑ・Ｃ・Ｔ

組織のしくみ 階層構造 ネットワーク型

管理のポイント 分業による効率 学習と協働

求められる人材 エキスパート 自己完結型
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効果から見たナレッジマネジメントのパターン

１．ベストプラクティスの共有化

２．顧客情報の共有化

３．専門知識のネットワーク化

４．知的財産化

３３



知識資産のタイプ

組織知
（組織・事業）

製品知
（製品・技術）

市場知
（市場・顧客）

知の源泉
タイプ 経験 概念 形式 仕組

従業員の持
つ総合的な

知力

製品・サービ
ス創出のため
の熟練的な

知識

製品・サービ
スに対する顧
客の経験知

に対する知識

プロセスに対
する方法論的

な知識

意匠やデザイ
ンなどの知覚

的知識

ブランドおよ
びそこから派
生する知識

書類・方法書
など

ノウハウ・技
術などに関す

る知識

顧客との
契約書など

顧客との
ネットワーク

学習制度

製品の使用
方法など
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ナレッジマネジメント導入のロードマップ（APQC）

ＳＴＡＧＥ １
Ｇｅｔ

Ｓｔａｒｔｅｄ

ＳＴＡＧＥ ２
Ｄｅｖｅｌｏｐ
Strategy

ＳＴＡＧＥ ３

Ｄｅsign and
Launch KM
Initiatives

ＳＴＡＧＥ ４

Expand and
Support

ＳＴＡＧＥ ５

Institutionalize
KM

APQC’s Road Map to
Knowledge Management Results
Stages of Implementation TM

Assessment

Education

Strategy

Technology Communications

Measures and Indicators Rewards and Recognition

出典：Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ Ｑｕａｌｉｔｙ Ｃｅｎｔｅｒ の資料をもとに作成
　ｈttp://www.apqc.org
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ＳＴＡＧＥ １
Ｇｅｔ

Ｓｔａｒｔｅｄ

　ＳＴＡＧＥ ２
　Ｄｅｖｅｌｏｐ
　Strategy

ＳＴＡＧＥ ３

Ｄｅsign and
Launch KM
Initiatives

ＳＴＡＧＥ ４

Expand and
Support

ＳＴＡＧＥ ５

Institutionalize
KM

＜立上げ＞

組織内でKMに対する考え方を明らかにする

KM開発をサポートするためにメンバーを巻き込む

KMの便益を得るための可能性を探す

KMに対して適切な考え方を持ち、ツールを用意する
ために情報部門とインターネットに投資をする

出典：Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ Ｑｕａｌｉｔｙ Ｃｅｎｔｅｒ の資料をもとに作成
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ＳＴＡＧＥ １
Ｇｅｔ

Ｓｔａｒｔｅｄ

　ＳＴＡＧＥ ２
　Ｄｅｖｅｌｏｐ
　Strategy

ＳＴＡＧＥ ３

Ｄｅsign and
Launch KM
Initiatives

ＳＴＡＧＥ ４

Expand and
Support

ＳＴＡＧＥ ５

Institutionalize
KM

＜戦略の策定＞

タスクフォースの組織化

パイロットもしくは候補の選択

パイロットに必用なリソースの確保

出典：Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ Ｑｕａｌｉｔｙ Ｃｅｎｔｅｒ の資料をもとに作成
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ＳＴＡＧＥ １
Ｇｅｔ

Ｓｔａｒｔｅｄ

　ＳＴＡＧＥ ２
　Ｄｅｖｅｌｏｐ
　Strategy

ＳＴＡＧＥ ３

Ｄｅsign and
Launch KM
Initiatives

ＳＴＡＧＥ ４

Expand and
Support

ＳＴＡＧＥ ５

Institutionalize
KM

＜設計と導入＞

パイロットの予算化

展開の方法論確立

学習効果の保持

出典：Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ Ｑｕａｌｉｔｙ Ｃｅｎｔｅｒ の資料をもとに作成
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ＳＴＡＧＥ １
Ｇｅｔ

Ｓｔａｒｔｅｄ

　ＳＴＡＧＥ ２
　Ｄｅｖｅｌｏｐ
　Strategy

ＳＴＡＧＥ ３

Ｄｅsign and
Launch KM
Initiatives

ＳＴＡＧＥ ４

Expand and
Support

ＳＴＡＧＥ ５

Institutionalize
KM

＜展開とサポート＞

展開戦略の立案

戦略の理解と受入

育　成

出典：Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ Ｑｕａｌｉｔｙ Ｃｅｎｔｅｒ の資料をもとに作成
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ＳＴＡＧＥ １
Ｇｅｔ

Ｓｔａｒｔｅｄ

　ＳＴＡＧＥ ２
　Ｄｅｖｅｌｏｐ
　Strategy

ＳＴＡＧＥ ３

Ｄｅsign and
Launch KM
Initiatives

ＳＴＡＧＥ ４

Expand and
Support

ＳＴＡＧＥ ５

Institutionalize
KM

＜制度化＞

業務システムとのリンク

組織と予算の見直し

KMのモニタリング

評価と報酬規定の整備

部署的KM活動の全体調和

継続的活動

出典：Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ Ｑｕａｌｉｔｙ Ｃｅｎｔｅｒ の資料をもとに作成
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ナレッジ活用による革新のための１０要件
（ＡＰＱＣ）

　１．効果的な改革をするためのＫＭの活用

　２．情報技術の活用が鍵

　３．ナレッジの再利用

　４．熟練者の活用

　５．促進要因の活用

　６．コミュニティー・オブ・プラクティスの設置（ＣｏＰｓ）

　７．リソースの公表

　８．改革の教育訓練への取り込み

　９．ＫＭ成果と学習機能とのリンク

１０．ナレッジインフラの構築

４１



ナレッジワーカーに必要とされる能力

創造性
企画

提案能力
情報・知識
の活用能力

表現能力
専門性

コンピタンス

問題解決
能力

学習能力 創発

主体的行動
自立型人材

４２



発掘方法
の考察

ナレッジ
の収集

ナレッジ
レベル

の明確化

ナレッジ
ＤＢの構築

インセンティブ

の導入
ＤＢの

メンテナンス

ナレッジ
マネジャー

の役割

４３

ナレッジマネージャーの役割



知識の
経営資源化

隠れた個人
のナレッジ

収集

ナレッジ・
レベル

の明確化

知識活用
によるミス

の減少

自己実現
の支援

知識活用
による

能力評価

ＣＫＯ
の役割

４４

担当役員（ＣＫＯ）の役割



ＫＭ導入のための不可欠な３要素

　（３）イネイブラー(促進要因）の活用

　（２）知識プロセスの設計

　（１）ＫＭの役割の明確化

導入を行なうためには、上記３要素を正しく認識することにある
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ナレッジ経営

ナレッジマネジメント導入の促進要素

人間系要素 プロセス系要素

リーダーシップ

戦略・企業文化 業績評価

情報技術
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ナレッジ・マネジメントの具体的効果

１．社員の知識活用による会社への貢献度の向上

２．経験の共有による社員能力の向上

３．知識共有による参加者意識の高揚

４．ベストプラクティスの導入による業務プロセスの
改善

５．重複作業の排除などによるコスト削減

６．サービス品質の向上

７．顧客ニーズへの対応による顧客満足の向上

４７
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